
令和７年度 事業報告書 

わが国の景気は米国の関税引上げによる影響を受けつつも、内需を中心に緩やかな回

復が続いている。一方で、中東情勢の影響や米国通商政策の動向による景気への下振れ

が懸念される。 

そのような状況下においても、各自治体では行財政の基盤を支え、住民の新たな行政

需要に応えていくための税収を確保していく必要があり、税務行政に携わる職員の育成

は欠かせない。 

こうした課題に対応するため、当協会では、令和７年度においても、会員団体を始め

とした全国自治体の税務に関するニーズに応える専門家集団として、高度な税務知識と

豊富なノウハウを活かした取組を進めた。 

具体的には、「東京税務セミナー」については引き続き東京、長野、金沢、北海道にて

開催したほか、「研修講師の派遣」、「東京都主税局研修業務」等を実施した。いずれも幅

広くＷｅｂ上でも受講が可能なようにＩＣＴ技術を活用する等、受講者層に応じた研修

教材の充実に努め、税務職員の育成に貢献した。「Ｗｅｂ講義」では税制改正や利用団体

の意見を踏まえて年度当初から視聴できるようリニューアルするとともに、全国自治体

への認知・周知活動を行い、利用団体数の拡大に取り組んだ。 

また、「図書の出版・販売」においては、各種実務の手引書や研修教材図書等を改訂・

頒布するとともに「滞納整理の基本事例解説」の補訂版を増刷した。「税知識の普及啓発

事業」では「都民講演会の開催」や中学生を対象とした租税教室への講師派遣による「租

税教育への協力」などを実施した。 

さらに、「自動車税に関する事業」では、車検証電子化や申告書記入サポートシステム

の導入に対応するとともに、コールセンターシステムの検索性改善や時間外音声応答の

活用により、納税者サービスの強化を図った。「納税推進業務に関する事業」では、口座

振替への対応や納税者の担税力を考慮した上での納期限内納税の促進などに寄与した。 

収益事業のうち、「軽油分析事業」では、分析精度の向上に努め、不正軽油防止の取組

を支えることで、分析本数は前年度の約 92％を維持した。また、「人材派遣事業」では、

派遣先自治体のニーズに沿った人材を派遣し、事務処理、事務指導、助言等を図ること

で会員団体の支援に取り組んだ。 

各事業の具体的な執行結果は、以下のとおりである。 





東京開催のセミナーは、新型コロナウイルス感染症の発生を契機に、教室での直

接受講者は少数に限定するとともに、全国の自治体税務職員が幅広く受講できるよ

うオンラインでも参加できるハイブリッド形式を取り入れた。感染症対策や遠方か

らの講義受講希望者も一定数いることから、オンライン形式を継続実施する妥当性

が確認できた。 

このほか、地方開催として長野市、金沢市、北海道で以下のとおり実施した。 

いずれのセミナー参加者に対しても、法的根拠の再認識や事例検討等に対する多

様なアプローチ、講師の経験・エピソードを踏まえた実際の解決イメ―ジの展開と

いった具体性により、一層の知識の習熟に寄与した。 

また、従前から「東京税務セミナー」の対面受講者の多くが、実務知識の習得だ

けでなく、他の自治体職員との意見交換、交流を図る目的で参加していたことから、

セミナーを受講した自治体職員が参加できる、税務知識や事案について情報や意見

の交換を行うオンライン交流会（意見交換会）を実施した。税務職員同士のつなが

東京開催
（滞納整理部門）
1 基礎コース
2 事例検討コース
3 財産調査コース*
4 公売（基礎）コース
5 実践差押えコース
6 公売（上級）コース
（固定資産税部門）
7 固定資産税課税コース

8 土地評価コース
9 家屋評価コース
10 償却資産コース
（住民税部門）
11 個人住民税コース
12 法人住民税コース

長野市開催
13 事例検討コース
14 財産調査コース
15 公売コース

金沢市開催
16 事例検討コース
17 基礎コース
18 固定資産税課税コース

北海道開催
19 基礎コース
20 滞納処分（不動産）コース
21 財産調査コース
(合計) コース

○ 会 場 東京開催は「主税局研修所」、長野市開催は「ＪＡ長野県ビル」、

○ 講 師 （公財）東京税務協会講師（＊は、東京都主税局 滞納整理専門課長の協力あり）

金沢市開催は「ＩＴビジネスプラザ」、北海道開催は「苫小牧市文化交流センター」

10月 9日～10月10日
14 名 (会員0名、 非会員14名）
12 名 (会員0名、 非会員12名）
8 名 (会員0名、 非会員8名）

21 756 名 (会員23名、 非会員733名）

 5月15日～ 5月16日
13 名 (会員0名、 非会員13名）
21 名 (会員0名、 非会員21名）

 5月15日～ 5月16日 13 名 (会員0名、 非会員13名）

 4月17日～ 4月18日
11 名 (会員0名、 非会員11名）
12 名 (会員0名、 非会員12名）
15 名 (会員0名、 非会員15名）

 7月31日～ 8月 1日 51 名 (会員2名、 非会員49名）
 7月10日～ 7月11日 16 名 (会員0名、 非会員16名）

 7月31日～ 8月 1日 25 名 (会員5名、 非会員20名）
 7月10日～ 7月11日 16 名 (会員2名、 非会員14名）

 7月24日～ 7月25日 29 名 (会員6名、 非会員23名）
 7月17日～ 7月18日 24 名 (会員2名、 非会員22名）

11月 6日～11月 7日 52 名 (会員1名、 非会員51名）
11月 6日～11月 7日 34 名 (会員1名、 非会員33名）

非会員111名）

 7月24日～ 7月25日 93 名 (会員1名、 非会員92名）

研  修  科  目 実 施 日 受   講  者  数

 7月 3日～ 7月 4日 85 名 (会員0名、 非会員85名）
 7月10日～ 7月11日 99 名 (会員1名、 非会員98名）
 7月17日～ 7月18日 113 名 (会員2名、









ウ 東京都市町村職員研修所主催研修への講師派遣

東京都市町村職員研修所が実施する研修に講師を派遣し、人材育成に協力した。 

エ 区市町村税務職場管理者研修の実施

区市町村の滞納整理部門の新任の管理監督者を対象に、滞納整理事務を適正か

つ円滑に推進するために管理監督者に求められる心構え等について研修を実施し

た。管理者として留意すべき点を踏まえた内容であり、今後も継続を希望する声

を頂くなど、当該職層の育成に寄与した。 

（６）東京都主税局研修等への参加機会の提供 

ア 東京都主税局研修への区市町村職員の受講

当協会の受託事業である東京都主税局研修に、主税局の理解・協力を得て、会

員団体の区市町村の税務職員が参加できる制度を設けている。 

令和７年度は、下記研修の聴講機会を提供し、集合研修又はＬＭＳのオンデマ

ンド型研修で実施した。受講者からは、ポイントを絞った説明と演習、事例紹介

により理解を深められたとの感想が得られ、会員団体職員の効果的育成に繋がっ

た。 

 a
 固定資産税科（土地）
 固定資産税科（家屋）

 計
 b
 固定資産税科（償却資産）

 c
 個人住民税科

 ｄ
法人住民税科

 e
 徴収科 滞納整理関係演習 15 名9月16日～17日

（合 計） ６講座 174 名

 講習区分に同じ
課税事務

9月25日～26日 59 名

7月17日 20 名

中

級

東京都
市町村
職 員
研修所

 講習区分に同じ
 評価・課税事務

6月16日～17日 24 名
6月19日～20日 34 名

58 名

6月10日 22 名

講 習 区 分 実 施 日 会 場 講 習 内 容 受講者数

講 習 区 分 実  施 日 会 場 講習内容 受講者数

 管理者研修 5月29日 主税局研修所
徴収実務の内容と
管理監督者の心構え

23 名
（会場8名・オン
ライン15名）

















 

  

資料 

1 車両継続検査実施可否判断システムの導入について
前主税局徴収部徴収指導課

田口 和世
第544号

（2025年４月）

2
「流れに沿った滞納整理」の推進

～組織的・計画的な共同行動の取組～
世田谷都税事務所徴収課長

中野 雄一郎
ᐥ

3 簡単！軽い！安い！新型タイヤロック器具導入
前板橋都税事務所徴収課
                  西中 大介

第545号
（2025年７月）

奨励賞

4 八王子都税事務所で過ごした３年間
前八王子都税事務所事業税課

滝沢 拓樹
ᐥ

5
海外における税務広報の効果的な手法
        ～オーストラリアにおける税務広報～

主税局総務部総務課
                  増子 智

ᐥ

6 軽自動車税の電子化について
東京都市税務事務協議会
      令和６年度諸税事務研究会

ᐥ

7 第二次納税義務に関する業務を担当して
あきる野市市民部徴税課
                  岡部 萌香

第546号
（2025年10月）

最優秀賞

8
ZEV普及促進及びCASE革命を踏まえた自動車税制につ
いて（視察先：ドイツ・ノルウェー）

前主税局課税部計画課
大友 健太郎

前主税局課税部計画課
結城 慎也

都税総合事務センター自動車税課
元屋 卓

都税総合事務センター自動車税課
古川 太一

前都税総合事務センター自動車税課
平松 啓示郎

ᐥ

9 税務行政におけるAI活用（調査先：ポルトガル）

主税局資産税部固定資産評価課
渡辺 健太

主税局資産税部固定資産評価課
芳賀 なるみ

ᐥ

10
外国人納税者に向けた効果的な租税教育・広報、催告
手法に係る調査について（調査先：ベトナム）

前主税局徴収部個人都民税対策課長
羽生 真一郎

ᐥ 優秀賞

11
世田谷区が挑んだ第二次納税義務

～遺言が残した“税の宿題”～
世田谷区財務部納税課

會田 ふみ子
第547号

（2026年１月）

12
外国人納税者へ伝わる広報について（調査先：タイ・
シンガポール）

前台東都税事務所総務課
上野 湧哉

台東都税事務所固定資産税課
小山 夏生

ᐥ

13
海外の公共部門でのAI活用とシステム運用経費の削減
について(調査先：イギリス)

主税局徴収部徴収指導課
東條 慧

主税局徴収部徴収指導課
濱田 直人

葛飾都税事務所固定資産税課
田倉 隆

政策企画局総務部秘書課
松浦  醇

ᐥ

令和7年度 東京税務レポート 主な掲載論文

項 記 事 名 称 執 筆 者
掲載号

（発行月）
論文表彰

Ⅰ 研究論文



 

 

1
AIを活用した家屋評価
     ～山口県・山口市における共同研究・実証実験
～

主税局資産税部固定資産評価課
渡辺 健太

第544号
（2025年４月）

優秀賞

2
福岡市における個人住民税申告オンライン申請につい
て

江戸川区総務部課税課
妻鳥 圭介

ᐥ

3 福岡市における軽自動車税オンライン申請について
江戸川区総務部課税課

平沢 新菜
ᐥ

4
一気通貫での課税業務外部委託について
                   〜西宮市の成功事例〜

前武蔵野市財務部市民税課
古藤 亮

ᐥ 奨励賞

5
事業所税におけるデジタル環境への移行推進について
                   ～長野市の取組～

主税局課税部法人課税指導課
中島 知樹

第545号
（2025年７月）

6
多文化共生社会における外国人納税者対応
                   ～群馬県伊勢崎市の取組～

主税局徴収部個人都民税対策課
大島 文仁

ᐥ 奨励賞

7
税収入率向上のための取組
                   ～大分市の取組を例として～

前中央区総務部税務課
太田 智也

ᐥ 奨励賞

8
加須市における差押電子化サービスを導入した滞納整
理の現状と今後の課題

前中野区区民部税務課
今井 美紀

ᐥ

9
「やればいいだけ」では済まない収納一元化 
 
                   ～ほどよい宇都宮市の取組～

立川市市民部収納課
華藤 康

ᐥ

1
「ともに生き ともに創る 彩のまち調布」を目指し
て
              ～調布市における税務事務について～

調布市市民部
市民税課・資産税課・納税課

第544号
（2025年４月）

2 杉並区における税務事務について
杉並区区民生活部

課税課・納税課
第545号

（2025年７月）

3
「いかそうみどり 増やそう笑顔 つなごう人の輪
小金井市」 －小金井市における税務事務について－

小金井市市民部
市民税課・資産税課・納税課

第546号
（2025年10月）

4 葛飾区における税務事務について
葛飾区総務部

税務課・収納対策課
第547号

（2026年１月）

※ 掲載論文（４～３月）と表彰対象（１～12月）の期間が異なるため、本数一致せず

Ⅲ 《税務事務紹介シリーズ》

項 記 事 名 称 執 筆 者
掲載号

（発行月）
論文表彰

Ⅱ 《税務行政調査報告》




